
係 道路整備第１係

Ｃ
　
事
　
業

8

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

2

円
２５年度 ２６年度 ２

3

７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 158,807 82,061 70,647 343,386 合計 70,647,114 円
需用費 200 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 12,394,943 円
工事請負費 3,365,280 円

一般財源 158,807 82,061 70,647 343,386 公有財産購入費 2,627,509 円
補償、補填及び賠

職員人件費　② 17,674 12,249 6,581 21,217 償金 52,259,182 円

総事業費（①＋②） 176,481 94,310 77,228 364,603

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 6,588,604 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 1,528,146

２９年度以降の事業費見込 4,717,072

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 都市環境

基

平

本施策 道路・交通
施策

成

体系
施策の内容 道路の

２

整備

目
　
　
　
的

　バイ

７

パス機能をもった幹線

年

道路を整備する

主
た
る

度

内
容

市道01-40号

評

線（起点：中手町3丁

価

目～終点：
ことで、南

）

北地域間における交通

刈

の円滑化を 熊野町6丁

谷

目）の道路整備
促す。

市

　延長　Ｌ＝1,60

事

0ｍ　
　幅員　Ｗ＝1

務

2.0～15.5ｍ

位

事

置
づ
け

関連計画 第3次

業

刈谷市都市計画マスタ

評

ープラン

根拠法令 道路

価

法

対象者 市民 事業期間

シ

平成１１年度 ～ 平成３

ー

８年度

実施方法 ■直営

ト

　■委託　□指定管理

（

　□補助・助成　□そ

様

の他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　

部

実
　
績

２５年度実績 ２

建

６年度実績 ２７年度実

設

績 ２８年度計画

用地取

部

得　　　4,539㎡

一

用地取得　　　2,0

般

21㎡ 道路設計（工事

会

用仮設道路） 用地取得

計

　　　2,625㎡
調

市

査設計業務委託 道路詳

道

細設計（取付市道） 用

０

地測量 地質調査
（計画

１

区域の土質調査） 周辺

－

整備工事
橋梁設計業務

４

　平成27年度までに

０

、道路用地の面積割合

号

で全体の約81%が取

線

得できた。

成果
　道路

他

用地取得対象地の権利

道

者との交渉により、事

路

業に一定の理解を得て

新

、用地交渉を始めるこ

設

とができた。

　河川管

改

理者と道路計画に関し

良

て事前協議を行った。

事

　神社用地の取得につ

業

いて、神社庁と調整が

担

必要。

　河川管理者と

当

占用区域について、調

課

整が必要。
課題

指標名

道

称（単位）
実績値 目標

路

値

２５年度 ２６年度 ２

建

７年度 ２８年度 ３０年

設

度

活動 道路用地の面積

課

取得率（％） 72.8

款

80.9 80.9 91

項

.2 100
指標
活動 道

目

路整備率（％） ― ― 0

担

0 10
指標

 
他市との

当

比較検証



道路整備第１係

8 2 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価

平

の理由

　市街地におけ

成

る交通渋滞が慢性化し

２

ていることから、南
・

８

法的業務
高い

北地区間

年

の移動に時間を要して

度

いる。また通過車両が

（

生活
必要性 ・市民ニー

平

ズ、社会需要 道路に流

成

入し、生活道路の交通

２

安全の確保が危惧され

７

る状
・市民生活上必要

年

である　など 況である

度

ため、これらの対策を

評

講じる必要性が高い。

価

　長期的な展望から、

）

（仮）南北縦貫道路の

刈

一部区間の整
・コスト

谷

の節減、費用対効果
普

市

通
備を行い、将来的な

事

道路網を形成するため

務

、本路線を都市
効率性

事

・執行体制の効率性 計

業

画決定し、広く市民か

評

らの理解を得て事業を

価

推進する。
・手段の最

シ

適性　など また、社会

ー

資本整備総合交付金を

ト

活用して道路整備を進

（

め
る。
　バイパス機能

様

を持つ道路整備を行う

式

ことで、交通の円滑
・

２

市が主体となって実施

）

する
普通

化や市街地内

会

の渋滞が緩和され、地

計

域間の交流が活発にな

名

妥当性 　べき事業であ

担

るか る。また市民の身

当

近な道路の安全性が確

部

保されることで、
・総

建

合計画との整合性　な

設

ど 良好な住環境が提供

部

できる。

　道路整備に

一

より、既存の幹線道路

般

の混雑緩和と生活利便

会

施策への ・施策への貢

計

献度
高い

性の向上が期

市

待できる。
・目標達成

道

度
貢献度 ・市民サービ

０

スへの効果　など

今後

１

の方向性 □拡充　■現

－

状維持　□改善・効率

４

化　□縮小　□終期設

０

定　□休止・廃止

今後

号

も計画通り用地取得を

線

進めるとともに、平成

他

28年度からは道路整

道

備に先立って周辺整備

路

工事に着手する。

新設改良

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

事

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

業

評
　
価
　
∨

担当課 道路建設課

款 項 目 担当係



事

（決算） （決算） （決

業

算） （予算） 事業費内

推

訳

事業費　① 19,3

進

91 0 19,615 8

係

,653 合計 19,6

8

15,485 円
需用

2

費 3,800 円

財
　

3

源

特定財源 0 0 0 0 委託料 1,604,199 円
公有財産購入費 4,739,600 円

一般財源 19,391 0 19,615 8,653 補償、補填及び賠
償金 13,267,886 円

職員人件費　② 1,894 0 4,466 913

総事業費（①＋②） 21,285 0 24,081 9,566

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 233,394 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 152,773

２９年度以降の事業費見込 71,968

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ

８

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 都市環境

基本施策

平

道路・交通
施策体系

施

成

策の内容 道路の整備

目

２

　
　
　
的

　井ケ谷町の

７

旧集落を横断する狭隘

年

道路の拡

主
た
る
内
容

市

度

道1-32号線（井ケ

評

谷町中ノ島）の道路整

価

備
幅を行うことで、沿

）

道の防災性及び沿道住

刈

民 　延長　Ｌ＝250

谷

ｍ
の利便性の向上させ

市

る。 　幅員　Ｗ＝6.

事

0ｍ

位
置
づ
け

関連計画

務

 

根拠法令 道路法

対象

事

者 市民 事業期間 平成１

業

４年度 ～ 平成３２年度

評

実施方法 ■直営　■委

価

託　□指定管理　□補

シ

助・助成　□その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

名

２５年度実績 ２６年度

担

実績 ２７年度実績 ２８

当

年度計画

（H24繰越

部

分） 　 用地取得　　　

建

139㎡ （Ｈ27繰越

設

分）
用地取得　　　1

部

23㎡ 　 物件移転補償

一

　　4件 用地取得　　

般

　139㎡
物件移転補

会

償　　2件 　 物件移転

計

補償　　4件
（H25

市

契約分） 　
道路新設改

道

良　102ｍ 　　　―

１

――――――

　平成2

－

7年度までに、道路用

３

地の面積割合で全体の

２

約68％が取得できた

号

。

成果

　一部、用地確

線

定が出来ていない。

課

他

題

指標名称（単位）
実

道

績値 目標値

２５年度 ２

路

６年度 ２７年度 ２８年

新

度 ３０年度

活動 道路用

設

地の面積取得率（％）

改

52.4 52.4 68

良

.1 68.1 68.1

事

指標
活動 道路整備率（

業

％） 40.8 40.8

担

40.8 40.8 60

当

.8
指標

 
他市との
比

課

較検証

道路建設課

款 項 目

Ｃ
　
事
　
業
　

担

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

当

２５年度 ２６年度 ２７

係

年度 ２８年度 ２７年度



業推進係

8 2 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

平

狭隘道路の拡幅であり

成

、市民生活、防災上も

２

必要な事業で
・法的業

８

務
高い

ある。
必要性 ・

年

市民ニーズ、社会需要

度

・市民生活上必要であ

（

る　など

東側から順次

平

、用地購入、工事を進

成

めていくため、事業効

２

・コストの節減、費用

７

対効果
普通

果が早く確

年

認できる。
効率性 ・執

度

行体制の効率性
・手段

評

の最適性　など

市民生

価

活を安全かつ快適にす

）

ると共に、防災上の観

刈

点から
・市が主体とな

谷

って実施する
普通

も公

市

共性の高い事業である

事

。
妥当性 　べき事業で

務

あるか
・総合計画との

事

整合性　など

年度ごと

業

に区間を定め、施工し

評

ていくため、利便性の

価

向上

施策への ・施策へ

シ

の貢献度
普通

が早期に

ー

確認できる。
・目標達

ト

成度
貢献度 ・市民サー

（

ビスへの効果　など

今

様

後の方向性 □拡充　■

式

現状維持　□改善・効

２

率化　□縮小　□終期

）

設定　□休止・廃止

　

会

用地境界未確定地につ

計

いての用地確定を行い

名

、用地取得を進める。

担当部 建

Ｃ
 
　
Ｈ
 

設

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

部

∧
　
評
　
価
　
∨

一般会計
市道１－３２号線他道路新設改良事業

担当課 道路建設課

款 項 目 担当係 事



係

106,634 合計 5

事

,672,590 円

業

需用費 1,200 円

推

財
　
源

特定財源 0 0 0

進

0 委託料 1,136,

係

591 円
公有財産購

8

入費 4,206,76

2

0 円

一般財源 0 0 5

3

,673 106,634 補償、補填及び賠
償金 328,039 円

職員人件費　② 0 0 2,742 13,232

総事業費（①＋②） 0 0 8,415 119,866

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 250,281 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 5,072

２９年度以降の事業費見込 138,575

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 都市環境

基本施

平

策 道路・交通
施策体系

成

施策の内容 道路の整備

２

目
　
　
　
的

　天王町と

７

松坂町の幹線道路を結

年

ぶ生活道路

主
た
る
内
容

度

市道2-619号線（

評

起点：天王町6丁目～

価

終点：
を新設整備して

）

、生活基盤及び地域の

刈

住環境 松坂町5丁目）

谷

の道路整備
の向上を図

市

る。 　延長　Ｌ＝28

事

0ｍ
　幅員　Ｗ＝6.

務

0ｍ

位
置
づ
け

関連計画

事

根拠法令 道路法

対象者

業

市民 事業期間 平成１２

評

年度 ～ 平成３０年度

実

価

施方法 ■直営　■委託

シ

　□指定管理　□補助

ー

・助成　□その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

担

５年度実績 ２６年度実

当

績 ２７年度実績 ２８年

部

度計画

　 　 用地取得面

建

積　380㎡ 用地取得

設

面積　918㎡
　 　 物

部

件移転補償　　1件 物

一

件移転補償　　5件
　

般

　 擁壁設計　　　　
　

会

　
　　　――――――

計

― 　　　――――――

市

―

　平成27年度まで

道

に道路用地の面積割合

２

で全体の約18％を取

－

得できた。

成果

　事業

６

に対する理解が得られ

１

ず、用地交渉が難航し

９

ている

課題

指標名称（

号

単位）
実績値 目標値

２

線

５年度 ２６年度 ２７年

他

度 ２８年度 ３０年度

活

道

動 道路用地の面積取得

路

率（％） ― ― 17.7

新

73.1 100.0
指

設

標
活動 道路整備率（％

改

） ― ― ― ― 100.0

良

指標

他市との
比較検証

事業
担当課 道路建設

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

課

　
ト

単位：千円
２５年

款

度 ２６年度 ２７年度 ２

項

８年度 ２７年度

（決算

目

） （決算） （決算） （

担

予算） 事業費内訳

事業

当

費　① 0 0 5,673



事業推進係

8 2 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理

平

由

　地元要望に伴い、

成

幹線道路と生活道路を

２

結ぶ道路を新設
・法的

８

業務
高い

する事業であ

年

るため必要性は高い。

度

必要性 ・市民ニーズ、

（

社会需要
・市民生活上

平

必要である　など

　計

成

画的に事業用地の確保

２

を行っており、効果の

７

確認がで
・コストの節

年

減、費用対効果
普通

き

度

る。
効率性 ・執行体制

評

の効率性
・手段の最適

価

性　など

　地域住民の

）

利便性の向上を図る、

刈

公共性の高い事業であ

谷

・市が主体となって実

市

施する
普通

る。
妥当性

事

　べき事業であるか
・

務

総合計画との整合性　

事

など

　生活道路を新設

業

整備することにより、

評

緊急車両の通行を

施策

価

への ・施策への貢献度

シ

普通
可能にする等、地

ー

域住民の利便性が確保

ト

される。
・目標達成度

（

貢献度 ・市民サービス

様

への効果　など

今後の

式

方向性 □拡充　■現状

２

維持　□改善・効率化

）

　□縮小　□終期設定

会

　□休止・廃止

　用地

計

買収を続けるとともに

名

、道路新設工事のため

担

の業務委託を発注して

当

いく。

部 建設

Ｃ
 

部

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

一

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

般会計
市道２－６１９号線他道路新設改良事業

担当課 道路建設課

款 項 目 担当係



道

年度 ２６年度 ２７年度

路

２８年度 ３０年度

活動

整

道路用地の面積取得率

備

（％） 70.6 83.

第

8 100.0 ― ―
指標

2

活動 道路整備率（％）

係

69.7 70.8 86

8

.5 100.0 ―
指標

2

 
他市との
比較検証

3

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 79,015 4,635 80,346 29,000 合計 80,345,735 円
需用費 4,400 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 9,000 委託料 825,581 円
工事請負費 41,509,800 円

一般財源 79,015 4,635 80,346 20,000 公有財産購入費 6,304,958 円
負担金、補助及び

職員人件費　② 6,102 5,420 8,148 1,673 交付金 3,557 円
補償、補填及び賠

総事業費（①＋②） 85,117 10,055 88,494 30,673 償金 31,697,439 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 508,721 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 474,711

２９年度以降の事業費見込 5,010

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 都市環境

基本

平

施策 道路・交通
施策体

成

系
施策の内容 道路の整

２

備

目
　
　
　
的

　東境町

７

と西境町を結ぶ地区の

年

主要道路に歩

主
た
る
内

度

容

市道01-3号線（

評

起点：東境町大坪～終

価

点：　
道を設置するこ

）

とで、歩行者の安全性

刈

を確保 西境町石根）の

谷

道路整備
する。 　延長

市

　Ｌ＝890ｍ
　また

事

、東境地区においては

務

、排水路の整備 　東境

事

区間　
を行い、断面不

業

足を解消する。 　　延

評

長　Ｌ＝500ｍ　　

価

幅員　Ｗ＝11.9ｍ

シ

　　車道幅員　6.0

ー

ｍ　　歩道幅員　2.

ト

5ｍ 
　　水路幅　2

（

.8ｍ（歩道重複) 

様

         　

式

　西境区間　
　　延長

１

　Ｌ＝390ｍ　　幅

）

員　Ｗ＝8.5ｍ
　　

会

車道幅員　6.0ｍ　

計

　歩道幅員　2.5ｍ

名

　橋梁拡幅　1箇所

位

担

置
づ
け

関連計画  

根拠

当

法令 道路法

対象者 市民

部

事業期間 平成２０年度

建

～ 平成２８年度

実施方

設

法 ■直営　■委託　□

部

指定管理　□補助・助

一

成　□その他

般会計
市道０１－

Ｂ
　

３

事
　
業
　
実
　
績

２５年

号

度実績 ２６年度実績 ２

線

７年度実績 ２８年度計

他

画

（Ｈ24繰越分） 用

道

地取得　　　 　11

路

5㎡ （Ｈ26繰越分）

新

道路新設改良　　12

設

0ｍ
橋梁工事　　　　

改

 1箇所 用地取得　　

良

　　 54㎡
道路新設

事

改良　　　68ｍ （Ｈ

業

27契約分）
（Ｈ25

担

契約分） 用地取得　　

当

　　 76㎡
用地取得

課

　　　　 186㎡ 道

道

路新設改良　　144

路

ｍ
道路新設改良　　　

建

65ｍ

・平成27年度

設

までに道路用地が全て

課

取得できた。

成果
・工

款

事を進める事により、

項

道路の歩車道分離延長

目

が増え、より安全に通

担

行できる道路になった

当

。

　

課題

指標名称（単

係

位）
実績値 目標値

２５



路整備第2係

8 2 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の

平

理由

　道路利用者の利

成

便性・安全性の向上の

２

確保のため、道路
・法

８

的業務
高い

の拡幅と歩

年

道の設置を行う事業で

度

あるため必要性は高い

（

。
必要性 ・市民ニーズ

平

、社会需要
・市民生活

成

上必要である　など

　

２

順次、歩車道を分離す

７

る工事を進めていくこ

年

とにより、
・コストの

度

節減、費用対効果
普通

評

事業の効果が早く確認

価

できる。
効率性 ・執行

）

体制の効率性
・手段の

刈

最適性　など

　道路の

谷

、改良整備であり、道

市

路管理者が行うべき公

事

共性
・市が主体となっ

務

て実施する
普通

の高い

事

工事である。
妥当性 　

業

べき事業であるか
・総

評

合計画との整合性　な

価

ど

　道路整備で歩道を

シ

つくることにより、道

ー

路を安全に通行

施策へ

ト

の ・施策への貢献度
普

（

通
できるようになる。

様

・目標達成度
貢献度 ・

式

市民サービスへの効果

２

　など

今後の方向性 □

）

拡充　□現状維持　□

会

改善・効率化　□縮小

計

　■終期設定　□休止

名

・廃止

平成28年度事

担

業完了予定。

当部 建設

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

部

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

一

価
　
∨

般会計
市道０１－３号線他道路新設改良事業

担当課 道路建設課

款 項 目 担当係 道



係

訳

事業費　① 0 0 4,

事

482 6,756 合計

業

4,482,000 

推

円
委託料 4,482,

進

000 円

財
　
源

特定

係

財源 0 0 0 0

一般財源

8

0 0 4,482 6,7

2

56

職員人件費　② 0

3

0 2,899 2,434

総事業費（①＋②） 0 0 7,381 9,190

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 473,892 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 327,732

２９年度以降の事業費見込 139,404

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 都市環境

基本施

平

策 道路・交通
施策体系

成

施策の内容 道路の整備

２

目
　
　
　
的

　一方通行

７

である生活道路を拡幅

年

するととも

主
た
る
内
容

度

市道2-485号線（

評

起点：銀座5丁目～終

価

点：銀
に、歩車分離に

）

より車両と歩行者が安

刈

心して 座4丁目）の道

谷

路整備
通行できる道路

市

環境を確保する。 　延

事

長　Ｌ＝220ｍ
　道

務

路幅員　Ｗ＝12.0

事

ｍ
　車道幅員　Ｗ＝ 

業

7.0ｍ
　歩道幅員　

評

Ｗ＝ 2.5ｍ

位
置
づ

価

け

関連計画

根拠法令 道

シ

路法

対象者 市民 事業期

ー

間 平成１３年度 ～ 平成

ト

３０年度

実施方法 ■直

（

営　■委託　□指定管

様

理　□補助・助成　□

式

その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業

建

　
実
　
績

２５年度実績

設

２６年度実績 ２７年度

部

実績 ２８年度計画

　 　

一

物件調査業務委託　1

般

件 （Ｈ27繰越分）
　

会

　 用地取得　　　13

計

4㎡
　 　 物件移転補償

市

　　1件
　 　
　　　―

道

―――――― 　　　―

２

――――――

　用地交

－

渉を行い、事業に対す

４

る理解を得ることに努

８

めた。

成果

　用地交渉

５

が難航している。

課題

号

指標名称（単位）
実績

線

値 目標値

２５年度 ２６

他

年度 ２７年度 ２８年度

道

３０年度

活動  道路用

路

地の面積取得率（％）

新

69.5 69.5 69

設

.5 87.5 100.

改

0
指標
成果  道路整備

良

率（％） ― ― ― ― 10

事

0.0
指標

他市との
比

業

較検証

担当課 道路建設課

Ｃ
　
事
　
業
　

款

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

項

２５年度 ２６年度 ２７

目

年度 ２８年度 ２７年度

担

（決算） （決算） （決

当

算） （予算） 事業費内



事業推進係

8 2 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理

平

由

生活道路を拡幅し、

成

歩車道を分離すること

２

により、歩行者
・法的

８

業務
高い

・自動車が安

年

全に通行できる。
必要

度

性 ・市民ニーズ、社会

（

需要
・市民生活上必要

平

である　など

両側拡幅

成

ではなく、南側拡幅と

２

することで、物件補償

７

費が
・コストの節減、

年

費用対効果
普通

軽減で

度

きる。
効率性 ・執行体

評

制の効率性
・手段の最

価

適性　など

市民生活を

）

安全かつ快適にするた

刈

め、公共性の高い事業

谷

で
・市が主体となって

市

実施する
普通

ある。
妥

事

当性 　べき事業である

務

か
・総合計画との整合

事

性　など

道路拡幅によ

業

り、一方通行であった

評

路線を交互通行とする

価

施策への ・施策への貢

シ

献度
普通

ことができる

ー

ため、利用者の利便性

ト

が向上する。
・目標達

（

成度
貢献度 ・市民サー

様

ビスへの効果　など

今

式

後の方向性 □拡充　■

２

現状維持　□改善・効

）

率化　□縮小　□終期

会

設定　□休止・廃止

　

計

残りの地権者交渉を進

名

め、用地取得ができた

担

段階で、整備を進める

当

。

部 建設

Ｃ
 
　
Ｈ

部

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

一

　
∧
　
評
　
価
　
∨

般会計
市道２－４８５号線他道路新設改良事業

担当課 道路建設課

款 項 目 担当係



道

ト

単位：千円
２５年度

路

２６年度 ２７年度 ２８

整

年度 ２７年度

（決算）

備

（決算） （決算） （予

第

算） 事業費内訳

事業費

１

　① 21,864 50

係

,385 73,196

8

28,000 合計 73

2

,196,089 円

3

需用費 10,000 円

財
　
源

特定財源 4,400 16,500 9,000 3,900 委託料 19,581,145 円
工事請負費 43,134,120 円

一般財源 17,464 33,885 64,196 24,100 公有財産購入費 10,470,824 円

職員人件費　② 2,946 4,857 6,973 2,814

総事業費（①＋②） 24,810 55,242 80,169 30,814

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 32,171,920 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 2,599,320 社会資本整備総合交付金（国
）

２９年度以降の事業費見込 29,544,600

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 都市環境

基本

平

施策 道路・交通
施策体

成

系
施策の内容 道路の整

２

備

目
　
　
　
的

　既存の

７

歩道及び車線を拡幅整

年

備することで､

主
た
る

度

内
容

市道01-4号線

評

（起点：西境町蒲生池

価

～終点：
南北地域間を

）

結ぶ交通の円滑化及び

刈

児童を始 今川町井田）

谷

の道路整備　
めとする

市

歩行者の安全性を確保

事

する。 　延長　Ｌ＝2

務

,240ｍ　
　幅員　

事

Ｗ＝13.5ｍ(両側

業

歩道　Ｗ＝2.5ｍ)

評

位
置
づ
け

関連計画 第3

価

次刈谷市都市計画マス

シ

タープラン

根拠法令 道

ー

路法

対象者 市民 事業期

ト

間 平成１１年度 ～ 平成

（

３４年度

実施方法 ■直

様

営　■委託　□指定管

式

理　□補助・助成　□

１

その他

）

会計名 担当部 建

Ｂ
　
事
　
業

設

　
実
　
績

２５年度実績

部

２６年度実績 ２７年度

一

実績 ２８年度計画

道路

般

新設改良　162ｍ （

会

Ｈ25繰越分） 道路新

計

設改良　 　180ｍ

市

道路新設改良　105

道

ｍ
道路新設改良　16

０

2ｍ 橋りょう予備設計

１

（Ｈ26契約分） 道路

－

詳細設計
道路新設改良

４

　170ｍ

　道路新設

号

改良工事を実施し、道

線

路整備率の進捗を図る

他

ことができた。

成果

　

道

発杭川の河川改修計画

路

に関連する区間につい

新

て、施工方法や実施時

設

期など河川管理者と事

改

業調整する必要がある

良

。

課題

指標名称（単位

事

）
実績値 目標値

２５年

業

度 ２６年度 ２７年度 ２

担

８年度 ３０年度

活動 道

当

路整備率（％） 71.

課

3 83.3 87.3 9

道

0.3 95.5
指標

指

路

標

他市との
比較検証

建設課

款 項 目 担当係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　



路整備第１係

8 2 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の

平

理由

　当該路線は国道

成

1号線と連絡する重要

２

な路線であり、交通
・

８

法的業務
高い

量が多い

年

上に大型車の混入率が

度

高い。また一部区間は

（

通学
必要性 ・市民ニー

平

ズ、社会需要 路として

成

利用されている。しか

２

し、車線幅員や歩道幅

７

員が
・市民生活上必要

年

である　など 狭く、交

度

差点で慢性的な交通渋

評

滞が発生しているため

価

、交
通の円滑化と安全

）

性の向上を図る必要が

刈

ある。
　社会資本整備

谷

総合交付金を活用する

市

ことで、建設コスト
・

事

コストの節減、費用対

務

効果
普通

の低減に努め

事

ている。
効率性 ・執行

業

体制の効率性
・手段の

評

最適性　など

　ゆとり

価

ある暮らしを支える生

シ

活基盤として、道路の

ー

拡幅
・市が主体となっ

ト

て実施する
普通

整備や

（

交差点改良を行うこと

様

で、交通安全や生活利

式

便性の
妥当性 　べき事

２

業であるか 向上を図る

）

とともに企業の産業活

会

動を促進する。
・総合

計

計画との整合性　など

名

　道路の整備は、県道

担

岡崎豊明線との交差点

当

改良、及びバ

施策への

部

・施策への貢献度
高い

建

イパス区間は道路の拡

設

幅が完了しており、交

部

差点の渋滞緩
・目標達

一

成度 和と旧道沿線地区

般

の良好な住環境の形成

会

（騒音や交通安全
貢献

計

度 ・市民サービスへの

市

効果　など 確保）に一

道

定の効果がある。

今後

０

の方向性 □拡充　■現

１

状維持　□改善・効率

－

化　□縮小　□終期設

４

定　□休止・廃止

　計

号

画区間の道路整備を継

線

続するとともに、今川

他

町交差点の改良を行う

道

。

路新設

Ｃ
 
　
Ｈ

改

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

良

　
∧
　
評
　
価
　
∨

事業
担当課 道路建設課

款 項 目 担当係 道



係

0 1,539 合計 20

道

0 円
需用費 200 

路

円

財
　
源

特定財源 0 0

整

0 0

一般財源 0 3,7

備

56 0 1,539

職員

第

人件費　② 0 2,95

2

7 940 913

総事業

係

費（①＋②） 0 6,7

8

13 940 2,452

2

建
設
事
業

全体事業費（

3

単位：千円） 130,705 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 3,919

２９年度以降の事業費見込 125,247

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 都市環境

基

平

本施策 道路・交通
施策

成

体系
施策の内容 道路の

２

整備

目
　
　
　
的

　岩ケ

７

池公園の駐車場整備に

年

伴う信号設置に

主
た
る

度

内
容

市道1-227号

評

線（起点：東境町光ケ

価

丘～終点：
合わせ、右

）

折帯設置を行い、交通

刈

の安全を確 東境町光ケ

谷

丘）の道路整備
保する

市

。 　延長　Ｌ＝160

事

ｍ　
　幅員　Ｗ＝13

務

.0～15.75ｍ　

事

　（歩道Ｗ＝3.0ｍ

業

は公園敷地、一部道路

評

）

位
置
づ
け

関連計画 刈

価

谷レストラーレ基本構

シ

想

根拠法令 道路法

対象

ー

者 市民 事業期間 平成２

ト

４年度 ～ 平成３０年度

（

実施方法 ■直営　■委

様

託　□指定管理　□補

式

助・助成　□その他

１）

会計名 担当部 建

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

設

２５年度実績 ２６年度

部

実績 ２７年度実績 ２８

一

年度計画

公安協議 用地

般

取得面積　　　　67

会

㎡ 　 　
　 　
　 　
　 　
　

計

　　――――――― 　

市

　　―――――――

　

道

平成27年度までに道

１

路用地の面積割合で全

－

体の約35％を取得で

２

きた。

成果

　用地取得

２

に難航している。

課題

７

指標名称（単位）
実績

号

値 目標値

２５年度 ２６

線

年度 ２７年度 ２８年度

他

３０年度

活動 道路用地

道

の面積取得率（％） 2

路

0.3 34.5 34.

新

5 34.5 100.0

設

指標
活動 道路整備率（

改

％） ― ― ― ― 100.

良

0
指標

他市との
比較検

事

証

業
担当課 道路建設

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

課

ス
　
ト

単位：千円
２５

款

年度 ２６年度 ２７年度

項

２８年度 ２７年度

（決

目

算） （決算） （決算）

担

（予算） 事業費内訳

事

当

業費　① 0 3,756



道路整備第2係

8 2 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価

平

の理由

　年間800万

成

人を超える利用者があ

２

る刈谷ハイウエイオア

８

シ
・法的業務

高い
スの

年

需要に対応する事業で

度

ある。
必要性 ・市民ニ

（

ーズ、社会需要
・市民

平

生活上必要である　な

成

ど

　岩ケ池公園整備事

２

業との整合を図り、一

７

体的に整備する
・コス

年

トの節減、費用対効果

度

高い
ことで効率的かつ

評

効果的な事業である。

価

効率性 ・執行体制の効

）

率性
・手段の最適性　

刈

など

　レクレーション

谷

拠点としての機能の充

市

実が位置付けられ
・市

事

が主体となって実施す

務

る
普通

ている。
妥当性

事

　べき事業であるか
・

業

総合計画との整合性　

評

など

　休日の慢性的な

価

渋滞や混雑を緩和し、

シ

利用者の安全及び

施策

ー

への ・施策への貢献度

ト

普通
周辺交通環境に寄

（

与する事業である。
・

様

目標達成度
貢献度 ・市

式

民サービスへの効果　

２

など

今後の方向性 □拡

）

充　■現状維持　□改

会

善・効率化　□縮小　

計

□終期設定　□休止・

名

廃止

　用地取得に難航

担

しているが、引き続き

当

早期事業完了に向け用

部

地交渉を継続していく

建

。

設部

一

Ｃ
 
　
Ｈ

般

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

会

　
∧
　
評
　
価
　
∨

計
市道１－２２７号線他道路新設改良事業

担当課 道路建設課

款 項 目 担当係



係

① 0 0 40,753 6

事

6,938 合計 40,

業

752,520 円
需

推

用費 15,400 円

進

財
　
源

特定財源 0 0 0

係

0 委託料 5,403,

8

120 円
公有財産購

2

入費 19,433,0

3

00 円

一般財源 0 0 40,753 66,938 補償、補填及び賠
償金 15,901,000 円

職員人件費　② 0 0 3,682 8,669

総事業費（①＋②） 0 0 44,435 75,607

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 206,795 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 40,752

２９年度以降の事業費見込 99,105

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 都市環境

基本施

平

策 道路・交通
施策体系

成

施策の内容 道路の整備

２

目
　
　
　
的

　市役所と

７

県道知立東浦線を結ぶ

年

歩車分離し

主
た
る
内
容

度

市道2-643号線（

評

東陽町3丁目）の道路

価

整備
た道路を整備する

）

ことで、市役所利用者

刈

の利 　延長　Ｌ＝12

谷

5ｍ
便性向上と、東陽

市

町商店街の活性化を図

事

る。 　幅員　Ｗ＝8.

務

5ｍ

位
置
づ
け

関連計画

事

根拠法令 道路法

対象者

業

市民 事業期間 平成２６

評

年度 ～ 平成３０年度

実

価

施方法 ■直営　■委託

シ

　□指定管理　□補助

ー

・助成　□その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

担

５年度実績 ２６年度実

当

績 ２７年度実績 ２８年

部

度計画

　 用地測量 用地

建

取得　　　201㎡ （

設

Ｈ27繰越分）
　 物件

部

移転補償　　3件 用地

一

取得　　　135㎡
　

般

道路詳細設計 物件移転

会

補償　　3件
　 （Ｈ2

計

8契約分）
　　　――

市

――――― 用地取得　

道

　　173㎡
物件移転

２

補償　　1件

　取得が

－

必要な道路用地のうち

６

約31％を取得するこ

４

とができた。

成果

　用

３

地取得に難航している

号

。

課題

指標名称（単位

線

）
実績値 目標値

２５年

他

度 ２６年度 ２７年度 ２

道

８年度 ３０年度

活動 道

路

路用地の面積取得率（

新

％） ― ― 30.6 57

設

.0 100.0
指標
活

改

動 道路整備率（％） ―

良

― ― ― 100.0
指標

事

他市との
比較検証

業
担当課 道路建設

Ｃ

課

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

款

単位：千円
２５年度 ２

項

６年度 ２７年度 ２８年

目

度 ２７年度

（決算） （

担

決算） （決算） （予算

当

） 事業費内訳

事業費　



事業推進係

8 2 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理

平

由

　歩道付きの道路を

成

整備することで市役所

２

利用者の利便性
・法的

８

業務
高い

の向上と、地

年

域住民の交通安全の確

度

保が図られる。
必要性

（

・市民ニーズ、社会需

平

要
・市民生活上必要で

成

ある　など

　東陽町名

２

店街ビル周辺の土地利

７

用の変化にあわせて事

年

業
・コストの節減、費

度

用対効果
普通

を行い、

評

用地取得費及び物件補

価

償費の縮減を図った。

）

効率性 ・執行体制の効

刈

率性
・手段の最適性　

谷

など

　市民生活を安全

市

かつ快適にするため、

事

公共性が高い事業
・市

務

が主体となって実施す

事

る
普通

である。
妥当性

業

　べき事業であるか
・

評

総合計画との整合性　

価

など

　市役所利用者及

シ

び地域住民の利便性が

ー

向上すると共に、

施策

ト

への ・施策への貢献度

（

普通
安全で円滑な交通

様

が確保できる。
・目標

式

達成度
貢献度 ・市民サ

２

ービスへの効果　など

）

今後の方向性 □拡充　

会

■現状維持　□改善・

計

効率化　□縮小　□終

名

期設定　□休止・廃止

担

　用地取得に進め、早

当

期に工事着手をする。

部 建設部

Ｃ
 
　
Ｈ
 

一

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

般

∧
　
評
　
価
　
∨

会計
市道２－６４３号線他道路新設改良事業

担当課 道路建設課

款 項 目 担当係



係

り着実に実施できた。

事

成果

　事業に対する理

業

解が得られず、用地交

推

渉が難航している。

課

進

題

指標名称（単位）
実

係

績値 目標値

２５年度 ２

8

６年度 ２７年度 ２８年

2

度 ３０年度

活動 道路用

3

地の面積取得率（％） 76.1 79.0 84.3 94.5 100.0
指標
活動 道路整備率（％） ― 18.1 40.3 50.2 100.0
指標

 
他市との  ―――――――
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 44,682 166,578 216,707 314,020 合計 216,707,258 円
需用費 24,400 円

財
　
源

特定財源 0 15,105 25,608 31,533 委託料 32,850,811 円
工事請負費 78,588,360 円

一般財源 44,682 151,473 191,099 282,487 公有財産購入費 24,027,280 円
補償、補填及び賠

職員人件費　② 3,647 12,812 12,457 21,217 償金 81,216,407 円

総事業費（①＋②） 48,329 179,390 229,164 335,237

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 2,267,400 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 1,571,594 市町村土木事業費補助金（県
）

２９年度以降の事業費見込 381,786 電線共同溝建設負担金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 都市環境

基本施

平

策 道路・交通
施策体系

成

施策の内容 歩道・自転

２

車道の整備

目
　
　
　
的

７

　伝統的な祭りである

年

万燈祭等、歴史・文化

度

主
た
る
内
容

市道2-4

評

96号線（起点：銀座

価

4丁目～終点：新
に配

）

慮し、既存道路の拡幅

刈

による歩車分離・ 栄町

谷

7丁目）の道路整備
電

市

線類の地中化を行うこ

事

とで、歩行者・自動 　

務

延長　Ｌ＝360ｍ
車

事

等、道路交通の安全性

業

の確保、生活基盤及 　

評

幅員　Ｗ＝17.5ｍ

価

～11.0ｍ
び地域の

シ

住環境の向上を図る。

ー

　車道幅員　7.0ｍ

ト

　
　歩道幅員　4.0

（

ｍ
　電線類地中化

位
置

様

づ
け

関連計画 中心市街

式

地活性化基本計画、無

１

電柱化推進計画

根拠法

）

令 道路法

対象者 市民 事

会

業期間 平成１５年度 ～

計

平成３０年度

実施方法

名

■直営　■委託　□指

担

定管理　□補助・助成

当

　□その他

部 建設部

一般会計

Ｂ
　
事

市

　
業
　
実
　
績

２５年度

道

実績 ２６年度実績 ２７

２

年度実績 ２８年度計画

－

（H24繰越分） 用地

４

取得　　　 　82㎡

９

（Ｈ26繰越分） （Ｈ

６

27繰越分）
用地取得

号

　　　65㎡ 物件移転

線

補償　　　6件 用地取

他

得　　　　 70㎡ 用

道

地取得　　　　　22

路

8㎡
物件移転補償　 

新

1件 道路新設改良　　

設

130ｍ 物件移転補償

改

　　　6件 物件移転補

良

償　　　　6件
（H2

事

5契約分） （Ｈ27契

業

約分） （Ｈ28契約分

担

）
用地測量　　　 用地

当

取得　　　　228㎡

課

用地取得　　　　　3

道

02㎡
道路詳細設計　

路

 物件移転補償　　　

建

6件 物件移転補償　　

設

　　9件
道路新設改良

課

　　160ｍ 道路新設

款

改良　　　115ｍ

　

項

平成27年度までに道

目

路用地の面積割合で全

担

体の約87％を取得し

当

、道路整備を計画どお



事業推進係

8 2 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理

平

由

　道路を拡幅し、歩

成

道設置、電線類の地中

２

化を行うことに
・法的

８

業務
高い

より、交通安

年

全の確保、市民生活の

度

利便性が向上する。
必

（

要性 ・市民ニーズ、社

平

会需要
・市民生活上必

成

要である　など

　道路

２

整備に合わせて、電線

７

類の地中化を図るため

年

、効率
・コストの節減

度

、費用対効果
普通

的に

評

事業進捗を図るととも

価

に経費の節減が図られ

）

る。
効率性 ・執行体制

刈

の効率性
・手段の最適

谷

性　など

　市民生活を

市

安全かつ快適にするた

事

め、公共性の高い事業

務

・市が主体となって実

事

施する
普通

である。
妥

業

当性 　べき事業である

評

か
・総合計画との整合

価

性　など

　電線類地中

シ

化を行うことで良好な

ー

歩行空間が確保され、

ト

施策への ・施策への貢

（

献度
高い

市民が利用し

様

やすい道路とすること

式

で、中心市街地の活性

２

・目標達成度 化・地域

）

生活基盤の向上が図ら

会

れる。
貢献度 ・市民サ

計

ービスへの効果　など

名

今後の方向性 □拡充　

担

■現状維持　□改善・

当

効率化　□縮小　□終

部

期設定　□休止・廃止

建

　今後も計画通りに用

設

地取得、道路整備を進

部

めていくと共に、銀座

一

ＡＢ地区で予定されて

般

いる開発事業との整合

会

を図
っていく。

計
市道２

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

－

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

４

　
価
　
∨

９６号線他道路新設改良事業
担当課 道路建設課

款 項 目 担当係



係 道路整備第１係

Ｃ

8

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

4

単位：千円
２５年度 ２

3

６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 90,501 57,852 232,250 39,879 合計 232,250,172 円
需用費 22,000 円

財
　
源

特定財源 37,000 1,149 25,308 6,169 委託料 23,509,440 円
使用料及び賃借料

一般財源 53,501 56,703 206,942 33,710 1,150,000 円
工事請負費 130,256,640 円

職員人件費　② 1,543 5,209 5,406 3,574 公有財産購入費 60,184,800 円
補償、補填及び賠

総事業費（①＋②） 92,044 63,061 237,656 43,453 償金 17,127,292 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 674,594 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 397,131 社会資本整備総合交付金（国
）

２９年度以降の事業費見込 237,584 電線共同溝建設負担金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 都市環境

基

平

本施策 道路・交通
施策

成

体系
施策の内容 歩道・

２

自転車道の整備

目
　
　

７

　
的

　歩道内の電線類

年

を地中化することで、

度

安全

主
た
る
内
容

市道0

評

1-25号線（起点：

価

東陽町2丁目～終点：

）

で快適な歩行空間を確

刈

保し、市民が安心して

谷

大手町5丁目）の道路

市

整備
歩けるまちづくり

事

を進める。 　延長　Ｌ

務

＝533ｍ
　また、道

事

路内の電線類を地中化

業

することで 　幅員　Ｗ

評

＝20ｍ(両側歩道　

価

Ｗ＝3.5ｍ)
緊急輸

シ

送道路としての機能を

ー

確保する。   電線類

ト

地中化
　バリアフリー

（

化

位
置
づ
け

関連計画 都

様

市計画マスタープラン

式

、無電柱化推進計画

根

１

拠法令 道路法、電線共

）

同溝の整備に関する特

会

別措置法

対象者 市民 事

計

業期間 平成２０年度 ～

名

平成３１年度

実施方法

担

■直営　■委託　□指

当

定管理　□補助・助成

部

　□その他

建設部

一般会計
市

Ｂ
　
事

道

　
業
　
実
　
績

２５年度

０

実績 ２６年度実績 ２７

１

年度実績 ２８年度計画

－

道路新設改良　138

２

ｍ 道路新設改良　13

５

6ｍ （Ｈ26繰越分）

号

道路新設改良　38ｍ

線

（電線類地中化を含む

他

） （電線類地中化を含

電

む） 道路新設改良　1

線

36ｍ （電線類地中化

類

を含む）
（電線類地中

地

化を含む）
（Ｈ27契

中

約分）
道路新設改良　

化

137ｍ
（電線類地中

事

化を含む）

　電線類の

業

地中化及び歩道のバリ

担

アフリー化工事を行い

当

、緊急輸送道路の機能

課

確保及び安全で快適な

道

歩行空間を整備する

成

路

果
ことができた。

 

課

建

題

指標名称（単位）
実

設

績値 目標値

２５年度 ２

課

６年度 ２７年度 ２８年

款

度 ３０年度

活動 道路整

項

備率（％） 67.2 6

目

7.2 92.8 97.

担

0 97.0
指標

指標
 

当

他市との
比較検証



道路整備第１係

8 4 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価

平

の理由

　電線類地中化

成

は、緊急輸送道路の機

２

能確保及び歩行者の
・

８

法的業務
高い

安全で快

年

適な歩行空間を確保す

度

るうえで必要である。

（

必要性 ・市民ニーズ、

平

社会需要
・市民生活上

成

必要である　など

　電

２

線類地中化に合わせて

７

、歩道のバリアフリー

年

化も行う
・コストの節

度

減、費用対効果
普通

た

評

め、効率的に事業進捗

価

を図るとともに経費の

）

節減が図ら
効率性 ・執

刈

行体制の効率性 れる。

谷

・手段の最適性　など

市

　道路の改良整備であ

事

り、道路管理者が行う

務

べき公共性の
・市が主

事

体となって実施する
普

業

通
高い事業である。

妥

評

当性 　べき事業である

価

か
・総合計画との整合

シ

性　など

　電線類地中

ー

化を行うことで良好な

ト

歩行空間が確保され、

（

施策への ・施策への貢

様

献度
高い

市民が利用し

式

やすい道路とすること

２

ができる。
・目標達成

）

度
貢献度 ・市民サービ

会

スへの効果　など

今後

計

の方向性 □拡充　■現

名

状維持　□改善・効率

担

化　□縮小　□終期設

当

定　□休止・廃止

県事

部

業と事業調整を図りな

建

がら、事業を推進する

設

。

部

一般

Ｃ
 
　
Ｈ

会

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

計

　
∧
　
評
　
価
　
∨

市道０１－２５号線他電線類地中化事業
担当課 道路建設課

款 項 目 担当係



事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 7,236 8,964 150,636 合計 8,964,000 円
委託料 8,964,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 17,638

一般財源 0 7,236 8,964 132,998

職員人件費　② 0 1,901 2,115 4,335

総事業費（①＋②） 0 9,137 11,079 154,971

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 1,121,627 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 16,200

２９年度以降の事業費見込 954,791

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

都市計画道路３・４・５５１刈谷環状線電

線類地中化事業

平成２８年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

度

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

（

事
　
業
　
概
　
要

総合計

平

画
分野 都市環境

基本施

成

策 道路・交通
施策体系

２

施策の内容 歩道・自転

７

車道の整備

目
　
　
　
的

年

　歩道内の電柱及び電

度

線を地中に埋設するこ

評

主
た
る
内
容

（都）刈谷

価

環状線（起点：高松町

）

1丁目～終点
とで、安

刈

全で快適な歩行空間を

谷

確保し、市民 ：住吉町

市

3丁目）の道路整備
が

事

安心して歩けるまちづ

務

くりを進める。 　延長

事

　Ｌ＝474ｍ
　幅員

業

　Ｗ＝15ｍ
　電線類

評

地中化
　バリアフリー

価

化

位
置
づ
け

関連計画 都

シ

市計画マスタープラン

ー

、無電柱推進計画

根拠

ト

法令 道路法、道路構造

（

令、電線共同溝整備等

様

に関する特別措置法

対

式

象者 市民 事業期間 平成

１

２５年度 ～ 平成３３年

）

度

実施方法 ■直営　■

会

委託　□指定管理　□

計

補助・助成　□その他

名 担当部 建設部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

会

績

２５年度実績 ２６年

計

度実績 ２７年度実績 ２

担

８年度計画

　 電線類地

当

中化予備設計 電線類地

課

中化詳細設計 電線類地

道

中化工事　Ｌ＝161

路

ｍ
　 　　　　　　　Ｌ

建

＝474ｍ 　　　　　

設

　　Ｌ＝474ｍ
　 道

課

路詳細設計　Ｌ＝47

款

4ｍ
　 　
　　　―――

項

――――

各電線管理者

目

等と協議を行い、平成

担

28年度から道路整備

当

（電線類地中化及びバ

係

リアフリー化）工事に

道

着手できる見込みが

成

路

果
できた。

課題

指標名

整

称（単位）
実績値 目標

備

値

２５年度 ２６年度 ２

第

７年度 ２８年度 ３０年

１

度

活動 道路整備率（％

係

） ― ― ― 17.0 50

8

.0
指標  

指標
 

他市

4

との  
比較検証

3

Ｃ
　



４・５５１刈谷環状線電

線類地中化事業

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視

平

点からの評価 評価の理

成

由

　電線類地中化は、

２

緊急輸送道路の機能確

８

保及び歩行者の
・法的

年

業務
高い

安全で快適な

度

歩行空間を確保する上

（

で必要である。
必要性

平

・市民ニーズ、社会需

成

要
・市民生活上必要で

２

ある　など

　電線類地

７

中化に合わせて、歩道

年

のバリアフリー化を実

度

施
・コストの節減、費

評

用対効果
普通

すること

価

でコストの縮減を行い

）

、効率的な事業進捗を

刈

図る
効率性 ・執行体制

谷

の効率性 とともに経費

市

の節減が図られる。
・

事

手段の最適性　など

　

務

道路の改良事業である

事

ため、道路管理者が行

業

うべき公共
・市が主体

評

となって実施する
普通

価

性の高い事業である。

シ

妥当性 　べき事業であ

ー

るか
・総合計画との整

ト

合性　など

　電線類地

（

中化を行うことで良好

様

な歩行空間が確保され

式

、

施策への ・施策への

２

貢献度
高い

市民が利用

）

しやすい道路とするこ

会

とができる。
・目標達

計

成度
貢献度 ・市民サー

名

ビスへの効果　など

今

担

後の方向性 □拡充　■

当

現状維持　□改善・効

部

率化　□縮小　□終期

建

設定　□休止・廃止

平

設

成２８年度より、道路

部

新設改良工事（電線類

一

地中化工事含む）を実

般

施。

会計 担

Ｃ
 
　

当

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

課

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

道路建設課

款 項 目 担当係 道路整備第１係

8 4 3

都市計画道路３・



の
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 4,698 46,962 合計 4,698,000 円
委託料 4,698,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 4,698 46,962

職員人件費　② 0 0 3,682 2,586

総事業費（①＋②） 0 0 8,380 49,548

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 841,339 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 4,698

２９年度以降の事業費見込 789,679

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

都市計画道路３・４・５６９刈谷駅前線道

路新設改良事業

平成２８年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

度

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

（

事
　
業
　
概
　
要

総合計

平

画
分野 都市環境

基本施

成

策 道路・交通
施策体系

２

施策の内容 歩道・自転

７

車道の整備

目
　
　
　
的

年

　刈谷駅北口周辺にお

度

ける自動車交通の円滑

評

主
た
る
内
容

（都）刈谷

価

駅前線（起点：相生町

）

2丁目～終点
化及び安

刈

全性の向上を図るとと

谷

もに、安全で ：桜町1

市

丁目）の道路整備
安心

事

な歩行空間の確保と、

務

まちづくりと一体 　延

事

長　Ｌ＝250ｍ
とな

業

った新たなにぎわい空

評

間を創出し、刈谷 　幅

価

員　Ｗ＝18.0ｍ
駅

シ

北口のシンボルロード

ー

づくりを進める。 　車

ト

道幅員　5.0ｍ（一

（

車線、一方通行）
　歩

様

道幅員　4.0ｍ～9

式

.0ｍ
　電線類地中化

１

　バリアフリー化
　交

）

差点改良 2箇所　

位

会

置
づ
け

関連計画 都市計

計

画マスタープラン、無

名

電柱化推進計画

根拠法

担

令 道路法、電線共同溝

当

の整備等に関する特別

部

措置法

対象者 市民 事業

建

期間 平成２７年度 ～ 平

設

成３３年度

実施方法 ■

部

直営　■委託　□指定

一

管理　□補助・助成　

般

□その他

会計 担当課 道路建

Ｂ
　
事
　

設

業
　
実
　
績

２５年度実

課

績 ２６年度実績 ２７年

款

度実績 ２８年度計画

　

項

　 電線類地中化予備設

目

計 （Ｈ27繰越分）
　

担

　 交差点詳細設計 電線

当

類地中化予備設計
　 　

係

交差点詳細設計
　 　 （

道

Ｈ28契約分）
　　　

路

――――――― 　　　

整

――――――― 道路詳

備

細設計
電線類地中化詳

第

細設計
連絡通路延伸詳

2

細設計

電線類地中化に

係

向け、電線管理者との

8

協議を進めた。

成果

今

4

後、地元ワークショッ

3

プ及び警察との協議を進める必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

活動 道路整備率（％） ― ― ― ― 25.0
指標

指標

他市と



４・５６９刈谷駅前線道

路新設改良事業

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視

平

点からの評価 評価の理

成

由

　交通拠点となる刈

２

谷駅にふさわしい、賑

８

わい空間を創出
・法的

年

業務
高い

し、活性化を

度

図る必要がある。
必要

（

性 ・市民ニーズ、社会

平

需要
・市民生活上必要

成

である　など

　地元ワ

２

ークショップと連携し

７

、意見を反映した事業

年

であ
・コストの節減、

度

費用対効果
普通

る。
効

評

率性 ・執行体制の効率

価

性
・手段の最適性　な

）

ど

　中心拠点区域内の

刈

回遊性や住民の生活環

谷

境向上に資する
・市が

市

主体となって実施する

事

普通
インフラ整備であ

務

る。
妥当性 　べき事業

事

であるか
・総合計画と

業

の整合性　など

　新た

評

な都市交通環境を形成

価

し、刈谷駅北口のシン

シ

ボルロ

施策への ・施策

ー

への貢献度
高い

ードと

ト

して、賑わいと活力を

（

創出する。
・目標達成

様

度
貢献度 ・市民サービ

式

スへの効果　など

今後

２

の方向性 □拡充　■現

）

状維持　□改善・効率

会

化　□縮小　□終期設

計

定　□休止・廃止

地元

名

ワークショップと連携

担

し、地元意見を反映し

当

た道路整備を行う。

部 建設部

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

一

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

般

　
評
　
価
　
∨

会計 担当課 道路建設課

款 項 目 担当係 道路整備第2係

8 4 3

都市計画道路３・



２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 23,752 31,533 57,441 85,807 合計 57,441,000 円
役務費 174,000 円

財
　
源

特定財源 0 8,500 0 9,000 工事請負費 57,267,000 円

一般財源 23,752 23,033 57,441 76,807

職員人件費　② 2,946 3,309 2,899 1,673

総事業費（①＋②） 26,698 34,842 60,340 87,480

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 1,100,533 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 1,014,726

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

８

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 都市環境

基本

（

施策 道路・交通
施策体

平

系
施策の内容 駐車場・

成

駐輪場の整備

目
　
　
　

２

的

　自転車利用者の利

７

便性の向上と違法駐輪

年

を

主
た
る
内
容

　駐輪需

度

要の増加に伴い、駐輪

評

場の計画的整
無くし、

価

交通の安全と環境美化

）

を図る。 備を行う。

位

刈

置
づ
け

関連計画 都市計

谷

画マスタープラン、刈

市

谷駅周辺駐輪場整備基

事

本計画

根拠法令 建築基

務

準法、刈谷市自転車等

事

の放置防止に関する条

業

例

対象者 市民 事業期間

評

平成６年度 ～ 平成２８

価

年度

実施方法 ■直営　

シ

■委託　□指定管理　

ー

□補助・助成　□その

ト

他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実

担

　
績

２５年度実績 ２６

当

年度実績 ２７年度実績

部

２８年度計画

駐輪場詳

建

細設計 野田新町駅南口

設

駐輪場設置 刈谷駅南口

部

第4駐輪場設置 ・富士

一

松駅南口第2駐輪場設

般

置
（富士松駅南口駐輪

会

場、一ツ ・野田新町駅

計

南口駐輪場整備
木駅南

駐

口第3駐輪場）
富士松

輪

駅南口駐輪場設置
一ツ

場

木駅南口第3駐輪場設

整

置

刈谷駅南口第4駐輪

備

場を整備し、利用者の

事

分散駐車を実施したこ

業

とにより、刈谷駅南口

担

にある駐輪場の混雑緩

当

和に寄与す

成果
ること

課

ができた。

　

課題

指標

道

名称（単位）
実績値 目

路

標値

２５年度 ２６年度

建

２７年度 ２８年度 ３０

設

年度

活動 駐輪場設置箇

課

所（箇所） 2 1 1 1 ―

款

指標
活動 自転車収容台

項

数合計（台） 7,13

目

1 7,508 8,32

担

9 8,768 ―
指標

他

当

市との
比較検証

係 道路整備第2係

Ｃ
　

8

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

4

位：千円
２５年度 ２６

7

年度 ２７年度 ２８年度



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　駐輪場利用者の

平

利便性向上、及び違法

成

駐輪の削減のため
・法

２

的業務
高い

に必要な事

８

業である。
必要性 ・市

年

民ニーズ、社会需要
・

度

市民生活上必要である

（

　など

　計画的に事業

平

用地の確保、駐輪場の

成

設置を行っており、
・

２

コストの節減、費用対

７

効果
普通

効果の確認が

年

できる。
効率性 ・執行

度

体制の効率性
・手段の

評

最適性　など

　駐輪場

価

利用者の利便性向上を

）

図るとともに、違法駐

刈

輪を
・市が主体となっ

谷

て実施する
普通

なくす

市

事により、安全で快適

事

な歩行空間を確保する

務

など、
妥当性 　べき事

事

業であるか 公共性の高

業

い事業である。
・総合

評

計画との整合性　など

価

　駐輪場の新設・増設

シ

により、駐輪場が利用

ー

しやすくなる

施策への

ト

・施策への貢献度
普通

（

とともに、違法駐輪の

様

減少と環境美化に繋が

式

る。
・目標達成度

貢献

２

度 ・市民サービスへの

）

効果　など

今後の方向

会

性 □拡充　□現状維持

計

　□改善・効率化　□

名

縮小　■終期設定　□

担

休止・廃止

平成28年

当

度事業完了予定　

部 建設部

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

一

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

般

評
　
価
　
∨

会計
駐輪場整備事業

担当課 道路建設課

款 項 目 担当係 道路整備第2係

8 4 7



4

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 40,650 57,418 13,554 98,227 合計 13,553,600 円
委託料 9,579,600 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 5,900 工事請負費 3,974,000 円

一般財源 40,650 57,418 13,554 92,327

職員人件費　② 2,595 2,745 3,447 4,107

総事業費（①＋②） 43,245 60,163 17,001 102,334

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 922,952 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 119,790

２９年度以降の事業費見込 704,935

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

８

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 福祉安全

基

（

本施策 防災
施策体系

施

平

策の内容 災害に強いま

成

ちづくり

目
　
　
　
的

　

２

避難道路に架かる橋り

７

ょうの耐震化を促進

主

年

た
る
内
容

○橋りょうの

度

耐震化
し、地震発生後

評

の道路機能を確保する

価

ことで､ 　　対象橋り

）

ょう数　29橋
避難す

刈

る市民の安全性を高め

谷

る。

位
置
づ
け

関連計画

市

地域防災計画、地震対

事

策アクションプラン

根

務

拠法令 道路法

対象者 市

事

民 事業期間 平成２４年

業

度 ～ 平成３２年度

実施

評

方法 ■直営　■委託　

価

□指定管理　□補助・

シ

助成　□その他

ート （様式１）

会

Ｂ

計

　
事
　
業
　
実
　
績

２５

名

年度実績 ２６年度実績

担

２７年度実績 ２８年度

当

計画

橋りょう耐震化計

部

画策定 橋りょう耐震補

建

強実施設計　 橋りょう

設

耐震補強実施設計　 橋

部

りょう耐震補強実施設

一

計　
・避難道路（案）

般

の設定 　　　　　　　

会

　　　　 6橋 　　　

計

　　　　　　　　 6

橋

橋 　　　　　　　　　

り

　　 5橋
・地区代表

ょ

とのワークショッ 橋り

う

ょう耐震補強工事　 

補

1橋 橋りょう耐震補強

強

工事　 6橋
　プ　
・

事

耐震化する橋りょうの

業

選定

　耐震補強実施設

担

計を行うとともに、補

当

強工事に着手すること

課

ができた。

成果

　橋り

道

ょう耐震化計画にもと

路

づき、今後橋りょう補

建

強について関係機関と

設

の調整が必要。

課題

指

課

標名称（単位）
実績値

款

目標値

２５年度 ２６年

項

度 ２７年度 ２８年度 ３

目

０年度

活動 避難道路内

担

の橋りょうの耐震化率

当

― ― 3.4 24.1 6

係

5.5
指標 （％）

指標

道

他市との
比較検証

路整備第１係

8 2

Ｃ



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　発災後、地域

平

住民が避難所まで安全

成

に移動できるよう、
・

２

法的業務
高い

避難道路

８

内にある市が管理する

年

橋りょうの耐震化を行

度

う必
必要性 ・市民ニー

（

ズ、社会需要 要がある

平

。
・市民生活上必要で

成

ある　など

　橋りょう

２

の耐震化計画と長寿命

７

化計画を調整すること

年

で
・コストの節減、費

度

用対効果
普通

コストの

評

縮減を図り、効率的に

価

事業を進めることがで

）

きる
効率性 ・執行体制

刈

の効率性 。
・手段の最

谷

適性　など

　刈谷市地

市

域防災計画で、市の責

事

務として「被災者等が

務

迅
・市が主体となって

事

実施する
高い

速かつ安

業

全に避難できるよう、

評

通行確保に努める」と

価

して
妥当性 　べき事業

シ

であるか いる。
・総合

ー

計画との整合性　など

ト

　災害に強いまちづく

（

りを行うためには、避

様

難道路に架か

施策への

式

・施策への貢献度
高い

２

る橋りょうの耐震化が

）

必要である。
・目標達

会

成度
貢献度 ・市民サー

計

ビスへの効果　など

今

名

後の方向性 □拡充　■

担

現状維持　□改善・効

当

率化　□縮小　□終期

部

設定　□休止・廃止

　

建

関係課と調整しながら

設

、耐震補強工事を順次

部

実施し、避難道路の機

一

能確保に努める。

般会計
橋

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

り

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

ょ

評
　
価
　
∨

う補強事業
担当課 道路建設課

款 項 目 担当係 道路整備第１係

8 2 4



2

491 1,549 1,

3

332 1,293

総事業費（①＋②） 4,780 3,258 3,770 22,093

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

８

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 都市環境

（

基本施策 道路・交通
施

平

策体系
施策の内容 道路

成

の整備

目
　
　
　
的

　取

２

得済み道路用地等の草

７

刈り、砕石敷均し

主
た

年

る
内
容

　事業着手する

度

までの期間、取得した

評

道路用
等の維持管理を

価

行い、安全を確保する

）

。 地の定期的な草刈を

刈

行う。また、必要に応

谷

じ
安全面を考慮して砕

市

石の敷均しを行う。

位

事

置
づ
け

関連計画  

根拠

務

法令  

対象者 事業期間

事

～

実施方法 ■直営　■

業

委託　□指定管理　□

評

補助・助成　□その他

価シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

会

績

２５年度実績 ２６年

計

度実績 ２７年度実績 ２

名

８年度計画

道路事業用

担

地管理 道路事業用地管

当

理 道路事業用地管理 道

部

路事業用地管理
（除草

建

、砕石敷均し） （除草

設

、砕石敷均し） （除草

部

、砕石敷均し、舗装補

一

（除草、砕石敷均し、

般

舗装補
修） 修）

道路用

会

地として取得した土地

計

の維持管理が適切に行

道

われている。

成果

 

課

路

題

指標名称（単位）
実

用

績値 目標値

２５年度 ２

地

６年度 ２７年度 ２８年

等

度 ３０年度

 
指標

 
指

管

標
 

他市との
比較検証

理事業
担当課 道路建

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

設

　
ト

単位：千円
２５年

課

度 ２６年度 ２７年度 ２

款

８年度 ２７年度

（決算

項

） （決算） （決算） （

目

予算） 事業費内訳

事業

担

費　① 4,289 1,

当

709 2,438 20

係

,800 合計 2,43

道

7,560 円
委託料

路

1,227,960 

整

円

財
　
源

特定財源 0 0

備

0 0 工事請負費 1,2

第

09,600 円

一般

2

財源 4,289 1,7

係

09 2,438 20,

8

800

職員人件費　②



業

800 円

財
　
源

特定

推

財源 0 0 0 0

一般財源

進

0 0 1,685 0

職員

係

人件費　② 0 0 1,3

8

32 0

総事業費（①＋

2

②） 0 0 3,017 0

3

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　

８

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 都市環境

基本施策 道

平

路・交通
施策体系

施策

成

の内容 道路の整備

目
　

２

　
　
的

井ケ谷町中前田

７

周辺の主要な生活道路

年

を拡幅

主
た
る
内
容

市道

度

1-96号線（井ケ谷

評

町中前田）の道路整備

価

整備することで、生活

）

基盤及び地域の住環境

刈

　延長　Ｌ＝270ｍ

谷

の向上を図る。 　幅員

市

　Ｗ＝6.0ｍ

位
置
づ

事

け

関連計画

根拠法令 道

務

路法

対象者 市民 事業期

事

間 平成１５年度 ～ 平成

業

３５年度

実施方法 ■直

評

営　■委託　□指定管

価

理　□補助・助成　□

シ

その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業

計

　
実
　
績

２５年度実績

名

２６年度実績 ２７年度

担

実績 ２８年度計画

　 用

当

地取得面積　59㎡ 道

部

路整備　40ｍ 　
　 物

建

件移転補償　 1件 　

設

　 　
　 　
　　　―――

部

―――― 　　　―――

一

――――

用地が取得で

般

きた箇所について道路

会

整備ができた。

成果

地

計

元沿線住民の事業に対

市

する理解が得られず、

道

用地交渉が難航してい

１

る。

課題

指標名称（単

－

位）
実績値 目標値

２５

９

年度 ２６年度 ２７年度

６

２８年度 ３０年度

活動

号

道路用地の面積取得率

線

（％） 25.2 34.

道

4 34.4 34.4 3

路

4.4
指標
活動 道路整

新

備率（％） 29.0 2

設

9.0 36.3 36.

改

3 36.3
指標

他市と

良

の
比較検証

事業
担当課 道路建

Ｃ
　
事
　

設

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

課

千円
２５年度 ２６年度

款

２７年度 ２８年度 ２７

項

年度

（決算） （決算）

目

（決算） （予算） 事業

担

費内訳

事業費　① 0 0

当

1,685 0 合計 1,

係

684,800 円
工

事

事請負費 1,684,



係

合計 6,538,32

道

0 円
工事請負費 6,

路

538,320 円

財

整

　
源

特定財源 0 0 0 0

備

一般財源 32,643

第

15,327 6,53

2

8 0

職員人件費　② 9

係

,258 5,209 1

8

,332 0

総事業費（

2

①＋②） 41,901

3

20,536 7,870 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 513,049

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 都市環境

基

平

本施策 道路・交通
施策

成

体系
施策の内容 道路の

２

整備

目
　
　
　
的

　拡幅

７

と新設による道路を整

年

備することで、

主
た
る

度

内
容

市道3-629号

評

線（起点：小垣江町上

価

～終点：小
狭隘道路の

）

利便性を確保する。　

刈

垣江町中）の道路整備

谷

　延長　Ｌ＝530ｍ

市

　幅員　Ｗ＝6.0ｍ

事

　　

位
置
づ
け

関連計画

務

根拠法令 道路法

対象者

事

市民 事業期間 平成１２

業

年度 ～ 平成２７年度

実

評

施方法 ■直営　■委託

価

　□指定管理　□補助

シ

・助成　□その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

名

５年度実績 ２６年度実

担

績 ２７年度実績 ２８年

当

度計画

用地取得　　　

部

　　144㎡ （Ｈ25

建

繰越分） （Ｈ26繰越

設

分） 　
物件移転補償　

部

　　　4件 用地取得　

一

　　　　144㎡ 道路

般

新設改良　　　 56

会

ｍ 　
物件移転補償　　

計

　　4件 　
（Ｈ26契

市

約分） 　
道路新設改良

道

　　　 56ｍ 　　　

３

―――――――

物件移

－

転が完了し、工事を完

６

了することができた。

２

成果

課題

指標名称（単

９

位）
実績値 目標値

２５

号

年度 ２６年度 ２７年度

線

２８年度 ３０年度

活動

他

道路用地の面積取得率

道

（％） 100.0 ― ―

路

― ―
指標
活動 道路整備

新

率（％） 89.4 89

設

.4 100.0 ― ―
指

改

標

他市との
比較検証

良事業
担当課 道路建

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

設

ト

単位：千円
２５年度

課

２６年度 ２７年度 ２８

款

年度 ２７年度

（決算）

項

（決算） （決算） （予

目

算） 事業費内訳

事業費

担

　① 32,643 15

当

,327 6,538 0



,089 10,233 合計 14,088,589 円
需用費 5,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 241,725 円
工事請負費 5,300,000 円

一般財源 1,619 0 14,089 10,233 公有財産購入費 8,541,864 円

職員人件費　② 1,894 0 1,567 913

総事業費（①＋②） 3,513 0 15,656 11,146

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ

２

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

８

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

年

　
業
　
概
　
要

総合計画

度

分野 都市環境

基本施策

（

道路・交通
施策体系

施

平

策の内容 道路の整備

目

成

　
　
　
的

　幅員が狭く

２

右折帯が設置されてい

７

ない主要

主
た
る
内
容

○

年

改良箇所　　21箇所

度

交差点に右折帯を設置

評

し、交通渋滞の緩和を

価

○未改良箇所　交差点

）

改良事業による整備予

刈

図る。 　　　　　　定

谷

　2箇所（稲場町、司

市

町）
　　　　　　道路

事

事業など他事業による

務

整備 
　　　　　　予

事

定　2箇所（中島町、

業

今川町）
　　

位
置
づ
け

評

関連計画  

根拠法令 道

価

路法

対象者 市民 事業期

シ

間 平成５年度 ～ 平成３

ー

３年度

実施方法 ■直営

ト

　■委託　□指定管理

（

　□補助・助成　□そ

様

の他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　

部

実
　
績

２５年度実績 ２

建

６年度実績 ２７年度実

設

績 ２８年度計画

神明町

部

交差点（歩行者溜り）

一

　 野田町十三塚交差点

般

（H27繰越分）
　用

会

地取得　4㎡ 　  用地

計

取得　　64㎡ 野田町

交

十三塚交差点
　歩道工

差

事　1式 　  右折帯設

点

置　 1箇所 　右折帯

改

設置　1箇所　
　 　

　

良

　　―――――――

野

事

田町十三塚交差点の未

業

買収用地を取得し、交

担

差点改良工事に着手す

当

ることができた。

成果

課

課題

指標名称（単位）

道

実績値 目標値

２５年度

路

２６年度 ２７年度 ２８

建

年度 ３０年度

活動 交差

設

点改良箇所数（箇所）

課

1 ― 1 ― ―
指標

 
指標

款

 
他市との
比較検証

項 目 担当係 事業推進

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

係

ト

単位：千円
２５年度

8

２６年度 ２７年度 ２８

2

年度 ２７年度

（決算）

3

（決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,619 0 14



.006km 　歩道詳細設計　Ｌ＝250ｍ
　　 　現況測量　　　Ｌ＝250ｍ　

　
各種検討の基礎資料となる交通量調査を実施することができた。また、地区と調整を図りながら道路設計を進めることが

成果
できた。

　

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 9,125 10,093 9,521 47,600 合計 9,520,740 円
委託料 9,520,740 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 9,125 10,093 9,521 47,600

職員人件費　② 2,244 3,661 3,290 6,236

総事業費（①＋②） 11,369 13,754 12,811 53,836

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

８

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 都市環境

基本施策 道

（

路・交通
施策体系

施策

平

の内容 道路の整備

目
　

成

　
　
的

　地区要望等に

２

よる新規道路計画の検

７

討・調

主
た
る
内
容

○交

年

通量調査業務委託
査を

度

行うと共に、各事業の

評

計画・中間・完了 　交

価

差点交通量調査　5交

）

差点
段階に交通量調査

刈

等を行い、計画の基礎

谷

資料 ○用地測量業務委

市

託
収集・事業の効果確

事

認を行い、適正な事業

務

進 　用地測量　Ｌ＝2

事

50ｍ
捗を図る。 ○歩

業

道施設点検業務委託
　

評

歩道施設点検　Ｌ＝1

価

47km

位
置
づ
け

関連

シ

計画

根拠法令 道路法

対

ー

象者 市民 事業期間 平成

ト

２５年度 ～

実施方法 ■

（

直営　■委託　□指定

様

管理　□補助・助成　

式

□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　

建

業
　
実
　
績

２５年度実

設

績 ２６年度実績 ２７年

部

度実績 ２８年度計画

市

一

道02-5号線他 交通

般

量調査業務委託 交通量

会

調査業務委託 南北縦貫

計

道路
　道路予備設計　

道

 Ｌ＝907ｍ 　交差

路

点交通量調査　12箇

調

所 　交差点交通量調査

査

　5箇所 　道路予備設

事

計　Ｌ＝1.0km
 

業

 路線測量　　　 Ｌ

担

＝907ｍ 　歩道橋交

当

通量調査　 3箇所 用

課

地測量業務委託 　交差

道

点予備設計    1

路

箇所
  平板測量　　

建

 Ａ＝0.04km 市

設

道02-19号線他 　

課

市道01-29号線 

款

 Ｌ＝250ｍ 　橋梁

項

予備設計　　　1橋
市

目

道2-402号線他 　

担

道路設計　Ｌ＝0.0

当

7km 歩道施設点検業

係

務委託 　地質調査  

事

        1箇

業

所
　道路予備設計　 

推

Ｌ＝117ｍ 　平板測

進

量　Ａ＝3,200㎡

係

　歩道施設点検　　　

8

 　現況、用地測量　

2

　
  路線測量　　　

3

 Ｌ＝118ｍ 環状交差点導入検討業務委託 市道01-29号線
  平板測量　　Ａ＝0



係

1,901 2,115

8

0

総事業費（①＋②）

2

10,322 35,2

4

51 195,452 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 236,166

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

８

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 都市

（

環境

基本施策 道路・交

平

通
施策体系

施策の内容

成

道路の整備

目
　
　
　
的

２

　幹線道路を横断する

７

歩行者を、自動車交通

年

主
た
る
内
容

横断歩道橋

度

新設改良　1基
と立体

評

交差させ、交通の安全

価

を確保する。

位
置
づ
け

）

関連計画

根拠法令 道路

刈

法、道路構造令

対象者

谷

市民 事業期間 平成２５

市

年度 ～ 平成２７年度

実

事

施方法 ■直営　■委託

務

　□指定管理　□補助

事

・助成　□その他

業評価シート （様式

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

１

５年度実績 ２６年度実

）

績 ２７年度実績 ２８年

会

度計画

横断歩道橋実施

計

設計　　　　 重原横断

名

歩道橋（下部工） （Ｈ

担

26繰越分） 　
重原横

当

断歩道橋　1基 重原横

部

断歩道橋（上部工） 重

建

原横断歩道橋（下部工

設

） 　
重原横断歩道橋（

部

上部工） 　
　
　　　―

一

――――――

　横断歩

般

道橋の形状等について

会

、地元調整を行い工事

計

に完了することができ

横

た。

成果

課題

指標名称

断

（単位）
実績値 目標値

歩

２５年度 ２６年度 ２７

道

年度 ２８年度 ３０年度

橋

活動 横断歩道橋新設改

新

良（基） ― ― 1 ー －
指

設

標

指標

他市との
比較検

改

証

良事業
担当課 道路

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

建

ス
　
ト

単位：千円
２５

設

年度 ２６年度 ２７年度

課

２８年度 ２７年度

（決

款

算） （決算） （決算）

項

（予算） 事業費内訳

事

目

業費　① 9,480 3

担

3,350 193,3

当

37 0 合計 193,3

係

36,600 円
工事

道

請負費 193,336

路

,600 円

財
　
源

特

整

定財源 0 0 0 0

一般財

備

源 9,480 33,3

第

50 193,337 0

１

職員人件費　② 842



道

財源 0 0 19,793

路

0

職員人件費　② 0 0

整

1,724 0

総事業費

備

（①＋②） 0 0 21,

第

517 0

建
設
事
業

全体

2

事業費（単位：千円）

係

0 ２７年度特定財源名

8

称

２７年度までの累積

2

事業費 0

２９年度以降

3

の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 都市環境

基本

平

施策 道路・交通
施策体

成

系
施策の内容 道路の整

２

備

目
　
　
　
的

　現在未

７

利用の道路用地を歩道

年

として整備し

主
た
る
内

度

容

市道02-19号線

評

（重原本町2丁目）の

価

道路整備
て、薬師川沿

）

いの堤防道路を通学路

刈

に変更す 　延長　　　

谷

Ｌ＝101ｍ
ることに

市

より、歩行者の交通安

事

全の向上を図 　道路復

務

員　Ｗ＝13.0ｍ
る

事

。 　車道復員　Ｗ＝ 

業

6.0ｍ
　歩道復員　

評

Ｗ＝ 7.0ｍ

位
置
づ

価

け

関連計画

根拠法令 道

シ

路法

対象者 市民 事業期

ー

間 平成２７年度 ～ 平成

ト

２７年度

実施方法 ■直

（

営　■委託　□指定管

様

理　□補助・助成　□

式

その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業

建

　
実
　
績

２５年度実績

設

２６年度実績 ２７年度

部

実績 ２８年度計画

　 　

一

道路新設改良工事　1

般

01ｍ 　
　 　 　
　 　 　

会

　 　 　
　　　――――

計

――― 　　　――――

市

――― 　　　――――

道

―――

未利用の道路用

０

地に歩道を整備し、道

２

路利用者の安全性を向

－

上させた。

成果

課題

指

１

標名称（単位）
実績値

９

目標値

２５年度 ２６年

号

度 ２７年度 ２８年度 ３

線

０年度

活動 道路整備率

道

（％） ― ― 100.0

路

― ―
指標

指標

他市との

新

比較検証

設改良事業
担当課

Ｃ
　
事
　
業

道

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

路

円
２５年度 ２６年度 ２

建

７年度 ２８年度 ２７年

設

度

（決算） （決算） （

課

決算） （予算） 事業費

款

内訳

事業費　① 0 0 1

項

9,793 0 合計 19

目

,793,160 円

担

工事請負費 19,79

当

3,160 円

財
　
源

係

特定財源 0 0 0 0

一般
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